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Google Book Search クラスアクション
（集合代表訴訟）和解の動向と
わが国の著作権制度の課題

1. Google Book Search の衝撃
　2008 年 10 月、Google と米国の作家団体・出版団
体等との間で争われた、Google Book Search（Google
ブック検索）をめぐる著作権侵害訴訟の和解案が世
界中の出版社・作家を揺るがせた。この和解案が裁
判所にそのまま承認された場合、和解に異議を申し
立てなかった著作権者は Google に書籍等をデジタル
化され、ウェブ上に提供される可能性があったから
である。
　Google Book Search とは、検索エンジンの Google
ウェブ検索でウェブサイトを探す場合と同様に、検
索ボックスに利用者が探しているキーワードやフレー
ズを入力するだけで、書籍を検索することができるよ
うにしたものである（1）。著作権法上、書籍のデジタ
ル化とウェブサイトでの提供などには著作権者の了
解が必要であることから、了解なく行われた場合に
は著作権侵害が問題になる可能性がある。また、こ
の和解案は米国内の訴訟によるものであるにもかか
わらず諸外国の著作権者にも影響を与えたが、これ
は米国のクラスアクションという訴訟制度と、著作
権の国際条約であるベルヌ条約（文学的及び美術的
著作物の保護に関するベルヌ条約パリ改正条約）が
関係している。
　そこで本稿では、Google Book Search に係る米国
の訴訟の経緯と和解案（原案及び修正案）を紹介し
た上で、この和解案に対する米国、欧州、わが国の
動向と、今後の課題について考察する。

2. 訴訟の経緯
　Google は 2004 年 12 月に、主に出版社と協働した
書籍デジタル化プロジェクト “Google Print” を拡張
して、ハーバード大学図書館・スタンフォード大学
図書館・ミシガン大学図書館・オックスフォード大
学図書館・ニューヨーク公共図書館の 5 館と、蔵書
をデジタル化して Google から検索できるようにす
る旨合意したと発表した（2）。この “Google Print” が
後に Google Book Search となり（3）、さらに “Google 
Books” と名称を変更した（4）。この事業では、図書館
に所蔵される書籍の電子データベースを作成し、サイ
トにアクセスして書籍を検索すると、「全体表示」（Full 
View）、「限定プレビュー」（Limited Preview）、「ス
ニペット表示」（Snippet View）、「プレビューを利用

動向レビュー

できません」（No Preview Available）（書籍の基本
情報のみ）のいずれかの画面が表示される（5）仕組み
となっている。
　Google Book Search は、出版社や著作権者の販売
書籍をデジタル化する Partner Program（パートナー
プログラム）と、図書館の蔵書をデジタル化して提
供する Library Project（図書館プロジェクト）の 2
つの計画からなる（6）。著作権法の観点から見ると、
Partner Program においては、Google が書籍の著作
権を管理している出版社の許諾を得た上で、その書籍
の全文をスキャンし、Google のサーチ・データベース
に保存することとしているため、基本的には著作権法
上の問題は生じないと考えられる。一方で、Library 
Project については、著作権が存続している書籍に対
して、「第 1 に、Google のサーチ・データベースに
書籍のフルテキストを蓄積することに関して、第 2
に、ユーザーの検索要求に対応して、蓄積している
テキストから数行の文章をユーザーに提示すること
に関して、著作権侵害問題が惹起されることになる」
との指摘がある（7）。このような状況を背景に、米国
内では大学出版社協会（AAUP）（8）や米国出版社協
会（AAP）（9）などの出版関係団体から Google に対し
て、Library Project の著作権侵害の問題点の指摘や、
事業の中止を求める声明が出された。これを受けて
Google は、2005 年 8 月に、著作権保護期間内の書籍
で出版社が Library Project へのデータ蓄積を希望し
ないものについては、デジタル化を一時中止する声
明を出した（10）。
　その後、米国作家協会（Authors Guild）等が 2005
年 9 月 20 日に（11）、AAP の会員である McGraw-Hill 
Companies、Pearson Education、Penguin Group、
Simon & Schuster、John Wiley and Sons の 5 つの
出版社が同年 10 月 19 日に（12）、Google を被告として、
事業の差止命令などを求めてニューヨーク南部地区
連邦地方裁判所に訴えを提起した（13）。このうち米国
作家協会等による訴えは、米国特有のクラスアクショ
ンによる訴訟（集合代表訴訟）であった。
　クラスアクションとは、共通点をもつ一定範囲の
人びと（クラス）を代表して、一人または数名の者が、
全員のために原告として訴えまたは被告として訴え
られるとする訴訟形態で、判決の効果が訴訟に関与
していない者を含め、クラスのメンバー全員に及ぶ
点に特徴がある（14）。米国作家協会等による訴訟では、
ミシガン大学図書館に所蔵されている書籍の著作権
者のすべてをクラスの構成員としていた（11）。このよ
うなクラスアクションは、訴訟に参加した当事者間
にのみ確定判決の効果（既判力）が及ぶことを原則
とするわが国の民事訴訟制度とは大きく異なる。
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　作家・出版社側によるいずれの訴えにおいても、
図書館所蔵資料を著作権者に無断でデジタル化して
ウェブ表示により提供することは、著作権侵害に当
たると主張している。これに対して Google 側はこれ
らの訴訟の答弁書（15）（16）や公式ブログ（17）などにおい
て、Library Project で行っているデータベース化や
画面表示については著作権者の了解が不要であるこ
と、著作権者等からの申立てがあれば書籍の情報を
削除していることや、Library Project での利用が米
国著作権法第 107 条（17 U.S.C. Sec.107）で規定され
ている「フェア・ユース」に当たることなどを理由に、
作家・出版社側の主張を否定した。
　その後 2008 年 10 月 28 日に、米国作家協会、AAP、
Google の間で、Google Book Search による著作権侵害
訴訟の和解契約書（SETTLEMENT AGREEMENT）（18）

の原案が作成され、ニューヨーク南部地区連邦地方裁
判所によって予備承認された。このクラスアクション
和解に関する情報は、和解管理者が用意したウェブ
サイト「Google ブック検索和解」（19）で公開・更新され、
英語以外にも日本語を含めた数十か国語で提供され
ている。

3. クラスアクション和解原案の内容
　本件のクラスアクション和解契約書原案では、訴
訟に実際に参加した作家、出版者等だけではなく、
訴訟に関与していないクラスの構成員に当たるとさ
れた者についても、和解からの離脱（opt out）を裁
判所に表明しない限り拘束される（20）。さらに著作権
侵害訴訟としての特質から、わが国や米国を含む多
数の国々が加盟する著作権国際条約のベルヌ条約が
大きく影響した。すなわち、加盟国の国民である作
家は、他の加盟国においてもその国の国民である作
家と同等の保護を受け（内国民待遇・第 5 条第 1 項）、
そのような保護は加盟国での著作権登録を必要とし
ないため（第 5 条第 2 項）、日本国内で作成・発行さ
れた出版物についても米国著作権法で保護され、米
国の著作権者として、クラスの一員になる可能性が
あった。この点、担当裁判所による和解通知書では

「米国以外の国の市民や、その国にお住まいの権利所
有者の方は、（a）あなたの書籍が米国内で出版され
ている場合、（b）あなたの書籍が米国内で出版はさ
れていないが、あなたの国がベルヌ条約に加盟して
いるために米国と著作権関係がある場合、または、（c）
書籍の出版時にあなたの国が米国と著作権関係を持
っていた場合は、米国の著作権を所有している可能
性があります」と記載されていた（21）。
　和解原案の対象は、2009 年 1 月 5 日（和解の通知
開始日）以前に出版された書籍や、書籍等に含まれ

ている「挿入物」などについて、米国著作権法上の
著作権を有する、すべての著作者、出版社、それら
の権利承継者（相続人など）であった。和解原案に
おける「書籍」（Book）とは、2009 年 1 月 5 日以前
に、ハードコピーの形で綴じられた紙に、筆記また
は印刷されたもので、著作権者の了解を得て公に出
版、頒布、アクセス可能なものであるが、新聞・雑
誌等の定期刊行物、個人的書面、楽譜等、米国著作
権法上でパブリックドメインのもの、米国政府刊行
物等は、含まれないとされた。また「書籍」等に含
まれるもののうち、まえがき、あとがき、エッセイ、詩、
引用、手紙、歌詞、他の書籍からの抄録等のテキス
ト、児童図書のイラスト、楽譜、図表等については

「挿入物」（Insert）として和解の対象になるが、写真、
児童図書以外のイラスト、地図、絵画等の画像作品、
パブリックドメインであるものは含まれないとされ
ていた（18）。
　和解原案によって、作家、出版社などの権利者が
得る利益は次のとおりであった（22）。
① Google の電子書籍データベース定期購読の売上、

書籍へのオンラインアクセスの売上、広告収入及
びその他の商業利用から得られる収入の 63％。

② Google から徴収した収入を著作権所有者に配当
する版権レジストリを創設および維持するため、
Google から支払われる 3,450 万ドル。

③ Google による作品の利用可否、またその利用範囲
を決定する、著作権所有者の権利。

④ 2009 年 5 月 5 日以前に許可なく Google がデジ
タル化した書籍および挿入物の著作権所有者に
Google が支払う 4,500 万ドル。

　以上の利益を権利者として受け取るには、本件和
解に基づく申立てを 2010 年 6 月 5 日までに行い、版
権レジストリのアカウントを作成する必要があると
説明されていた（23）。
　本件和解原案が有効となった場合、Google は和解
の対象となった書籍等については、デジタル化と以
下の利用が可能になるとされた。
①表示使用（Display Uses）：アクセス使用、抜粋表示、

プレビュー表示、前付け表示等（18）。
②非表示使用（Non-Display Uses）：内容を表示しな

い全文検索、目録情報の表示等。
③広告使用（Advertising Uses）：プレビュー、抜粋、

検索結果表示等のページへの広告挿入。
④ 完 全 参 加 図 書 館 に よ る 利 用（Uses by Fully 

Participating Libraries）：書籍を提供した図書館
における、提供データ分の公益的利用。

⑤リサーチコーパス（Research Corpus）：ホストサ
イト等による、言語学、自然言語処理等の研究目
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的利用。
　このうち、①の表示使用については、市販されて
いない書籍については Google が原則として無断で行
える（18）ことから、市販されている書籍（Commercially 
Available）の意味がわが国で問題となったが、クラ
スアクションの原告側から、日本で商業的に刊行さ
れ米国で購入することができるものであれば市販中
とみなされるとの回答があった（24）。

4. クラスアクション和解原案提示後の展開
4.1. クラスアクション和解手続の進捗状況
　クラスアクションの和解案が有効となるには、米
国連邦民事訴訟規則で、裁判所は和解に拘束される
ことになるすべてのクラスの構成員に対する合理的
な方法による告知をしなければならないと規定され
ている（25）。そのため、2009 年 1 月 5 日から和解原案
にしたがって法定通知が全世界でなされた。わが国に
おいては同年 2 月下旬頃に新聞紙上等で掲載され（26）、
また同時期に和解管理者から出版社等に和解通知が
されたことから、話題となった。
　和解原案からの離脱表明または異議申立てなどの
期限は幾度か変更され、最終的に 2009 年 9 月 4 日（異
議申立てと意見書の提出については、2009 年 9 月 8
日午前 10 時（27））となった。また和解案が有効となる
には、裁判所で本和解案の妥当性や、これに対する
意見や異議申立てを検討するための公正公聴会を開
催した上で承認される必要があるが、米国司法省の
指摘を受けて和解案の変更を検討していた米国作家
協会、AAP 側からの要請などにより公正公聴会の開
催が延期された（28）。2009 年 11 月 13 日に和解契約書
の修正案（29）の提出や、その予備承認と補足通知書（30）

の承認の申請が行われ、同月 19 日に予備承認された。
最終的な公正公聴会は、2010 年 2 月 18 日に開催され
ることになった（31）。

4.2. 国内外の関係者の動向
　本件和解原案は、わが国の作家、出版社等に大き
な動揺を与え、様々な対応が見られた。関係団体の
うち、作家団体の日本文藝家協会は和解原案の受入
れを表明（32）した一方で、別の作家団体である日本ペ
ンクラブ（33）、日本ビジュアル著作権協会（34）や出版社
関係の出版流通対策協議会（35）、写真家団体の日本写
真家協会（36）等が和解原案の拒否や離脱等の意向を示
すなど、対応が分かれた。
　このような動きは諸外国でも同様であり（E973 参
照）、いくつかの企業や大学、権利者団体が支持を表
明した一方で、アマゾン、ヤフー等の企業、大学教授、
権利者団体、利用者団体などが和解原案に対して反対

を表明した（37）。また Library Project に参加していた
図書館のうち、ハーバード大学図書館が著作権保護期
間内の所蔵書籍の提供について不参加を表明した（38）。
さらに、米国議会図書館著作権局（39）、フランス文化・
コミュニケーション省（40）、ドイツ連邦政府法務省（41）、
わが国の文化庁（42）といった著作権法を担当する政府
機関からも、著作権制度、文化の多様性などへの影
響に係る懸念の表明や、米国連邦議会の立法権を侵
害するおそれがあるとの指摘、情報提供の要望など
がなされた。さらに、米国図書館協会（ALA）等の
米国の図書館団体などからも裁判所への法的助言を
求められていた（43）米国司法省は、2009 年 9 月 18 日に、
本件クラスアクションの連邦民事訴訟規則上の改善
点や反トラスト法違反の可能性等について裁判所に
指摘した（44）。
　また国際機関・団体においては、欧州委員会（45）や
国際図書館連盟（IFLA）（46）が Google Book Search に
関する意見聴取や、会議を開催した。

4.3. クラスアクション和解修正案の内容
　クラスアクション和解修正案（E991 参照）では、
原案に比べ主に 20 点が修正された。わが国にとって
最も重要な修正点は、和解修正案において対象となる
書籍が、① 2009 年 1 月 5 日までに出版かつ米国著作
権局で登録を受けたものか、②同日までにカナダ、英
国、オーストラリアで出版されたものに限られ、わが
国の出版物の多くが対象外になったことである（29）（30）。
　したがってこの和解修正案が承認された場合、わ
が国の作家や出版関係者は、原則として本件クラ
スアクション和解に拘束されない。しかし Library 
Project からわが国の出版物を除外することは表明さ
れていないため、Google による日本の出版物の利用
について著作権侵害訴訟がそれぞれの関係者から提
起され、フェア・ユースが成立するか等について争
われる可能性もあると思われる。
　また、権利者不明の “orphan works”（孤児著作
物）（47）（48）を含む “unclaimed works”（権利者が名乗
り出ない著作物）から得られる収益の扱いについて、
和解原案では版権レジストリの運営費用や他の権利
者への支払いに用いられるとされていた。これが和
解修正案では、収益資金は受託者が管理し、請求が 5
年間ない場合には版権レジストリによる権利者探し
の費用に充て、10 年間ない場合には識字関係の非営
利組織等に提供できることについて規定された。
　和解修正案ではこのほか、以下の点などについて
修正が行われた。
①他の書籍小売業者も和解案の対象の絶版書籍をオ

ンライン販売できるようにすること。



カレントアウェアネス　NO.302（2009.12）

15

②版権レジストリとの関係で、Google には他社と同
等以上の条件が適用されるという「最恵国待遇」
条項の削除等。

③将来的に追加できる事業モデルを、オンデマンド
印刷・PDF ファイルのダウンロード・消費者の購
読の 3 種類に限定すること。

④クリエイティブコモンズ等のライセンス形態を可
能にすること。

⑤各公共図書館に 1 台ずつとされていた無料アクセ
ス端末の台数の増加が可能になったこと。

⑥「市販されている書籍」の定義の変更。

5. わが国の著作権制度の課題
　本件クラスアクション和解で提示された案には、
世界中の著作権者を巻き込んで一営利企業の Google
に独占的な地位をもたらすなど多くの問題点がある
ものの、Google Book Search と同様に文献情報をデ
ジタル・オンライン環境で利用・提供する場面での
著作権制度のあり方について示唆を与えるものと考
えられる。
　欧州委員会では、図書館資料のデジタル化保存や
利用者への電子提供を含めた、オンライン環境での
研究・科学・教育のための「知識経済」（天然資源で
はなく、ノウハウや専門知識のような知的資源を利
用する経済活動（49））における著作権の役割について、
政策提言の文書である『知識経済における著作権』
などで模索している（50）。
　またドイツでは、3 万点以上の資料をデジタル化・
オンライン提供するドイツデジタル図書館（DDB；
E897 参照）の設立を、連邦政府が 2009 年 12 月 2 日
に閣議決定した。その際に、同館は著作権に配慮しつ
つ、商業目的なく、文化遺産のデジタル化という公的
責任を果たすものであり、Google に対する適切な回答
であると、文化大臣がコメントした（51）。
　わが国においては、2009 年に、国立国会図書館の資
料デジタル化や、政府等の発信するインターネット資
料の収集・アーカイブに係る著作権法の改正（52）、国立
国会図書館所蔵資料のデジタル利用の仕組み等の提言
を行うことを目的とした「日本書籍検索制度提言協議
会」の設立（53）（54）などがなされたところであり、Google
とは異なる非営利組織が主体のデジタルアーカイブの
構築に係る制度的検討が進められている。
　このようなデジタルアーカイブの事業を円滑に進
めるには、資料の著作権者の個別の許諾を不要とす
る範囲が制度上広く求められると考えられるが、個
別に列挙された事項しか著作権が制限されないわが
国の著作権法においては、そのような事例はかなり
限定される。この点、政府では「日本版フェアユー

ス規定」について検討されている（E895 参照）。ま
た個別の著作権制限規定と併せて、主にデジタル図
書館の利用において、著作権者による告知がなけれ
ば著作権侵害から免責する規定を置くことを指摘す
る見解がある（55）。今後、デジタル・ネットワーク化
社会における著作権保護とデジタルアーカイブにお
ける合理的な利用のあり方、著作権者の利益の確保
などについて、わが国でも検討する必要があると思
われる（56）。
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